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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第68期

第３四半期連結
累計期間

第69期
第３四半期連結
累計期間

第68期
第３四半期連結
会計期間

第69期
第３四半期連結
会計期間

第68期

会計期間

自  平成21年
      １月１日
至  平成21年
      ９月30日

自  平成22年
      １月１日
至  平成22年
      ９月30日

自  平成21年
      ７月１日
至  平成21年
      ９月30日

自  平成22年
      ７月１日
至  平成22年
      ９月30日

自  平成21年
      １月１日
至  平成21年
      12月31日

売上高 (百万円) 23,305 20,360 7,494 6,442 30,689

経常損失（△） (百万円) △112 △1,051 △84 △546 △76

四半期(当期)純損失(△）(百万円) △131 △921 △39 △354 △301

純資産額 (百万円) ― ― 7,036 7,794 6,852

総資産額 (百万円) ― ― 20,987 20,539 20,942

１株当たり純資産額 (円) ― ― 144.51 110.94 140.56

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △2.74 △13.71 △0.82 △5.12 △6.28

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 33.0 37.4 32.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 854 1,156 ― ― 291

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △429 △1,406 ― ― △602

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,401 397 ― ― △875

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 1,848 1,767 1,633

従業員数 (名) ― ― 898 871 891

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 871(1,214) 　　　

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 750(1,062) 　　　

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

　

部門名 生産高(百万円) 前年同四半期比（％）

食品事業 　 　

　パン部門 5,908 87.8

　和洋菓子部門 998 81.5

　その他 397 91.8

合計 7,304 87.1

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間において受注実績は、金額に重要性がないため記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

　

部門名 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

食品事業 　 　

　パン部門 5,109 86.7

　和洋菓子部門 855 79.8

　その他 477 90.0

合計 6,442 86.0

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　従来、その他の事業「物流部門」（当第３四半期連結会計期間27百万円）は区分掲記しておりましたが、重要

性がないため第１四半期連結会計期間より食品事業その他に含めて表示しております。
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２ 【事業等のリスク】

当グループが将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当グループが判断したものであり

ます。

・継続的な営業損失について

当グループの業績は長きにわたり継続して営業損失を計上しており、当第３四半期連結会計期間にお

いても消費の低迷、販売競争の激化による販売価格の低下や改善傾向は示しつつあるものの高値引率等

により、売上が未だ低迷していることから当第２四半期連結会計期間同様に営業損失を計上し、企業経営

に影響を与える重要事象等が存在しております。

　当面の運転資金については充分に確保されておりますので、当第３四半期連結会計期間より実施してい

る粗利益確保の諸施策を継続推進すると共に、昨年12月に業務提携を実施した豊田通商株式会社との連

携を更に強固なものとして、早期に業績の回復を目指すこととしております。

　なお、当第４四半期連結会計期間の業績につきましても、未だ続く消費不況の影響や販売価格の低下な

どにより黒字化は果たせぬ状況であります。

　今後の業績につきましては、豊田通商株式会社との共通問題意識を更に推し進め、粗利益確保施策の完

全徹底、管理を推進し経費面においても聖域なきコスト削減や組織、人事の刷新を図り業績の早期改善と

収益構造の変革を達成する所存であります。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間(平成22年７月１日～平成22年９月30日)におけるわが国経済は、一部に

は景気回復の兆しが見られたものの、雇用環境の悪化や所得の減少による先行不透明感から家計の消

費マインドは弱く、食品業界においても引き続き厳しい状況が続いております。

このような状況の中、当第３四半期連結会計期間のパン部門の売上高は5,109百万円と前第３四半期

連結会計期間に比べ782百万円の減収、和洋菓子部門の売上高は855百万円と前第３四半期連結会計期

間に比べ216百万円の減収、その他の売上高は477百万円と前第３四半期連結会計期間に比べ53百万円

の減収となりました。よって、当第３四半期連結会計期間の売上高は6,442百万円と前第３四半期連結

会計期間に比べ1,052百万円の減収、前第３四半期連結会計期間比14.0％の減となりました。その主な

要因は、パン部門の低価格競争による売上高の減少によるものです。

　また、当第３四半期連結会計期間の営業損益は低価格競争などの影響もあり564百万円の損失 (前年

同四半期は100百万円の営業損失) を計上し、経常損益につきましては、賃貸収入など営業外収益が83

百万円で支払利息など営業外費用66百万円を計上した結果546百万円の損失(前年同四半期は84百万円

の経常損失)となり、四半期純損益は354百万円の損失(前年同四半期は39百万円の四半期純損失)とな

りました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、受取手形及び売掛金の減少などにより、前連結会計

年度末に比べ403百万円減少し、20,539百万円となりました。負債につきましては、短期借入金、長期借

入金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ1,345百万円減少し、12,744百万円となりました。ま

た、純資産は、新株式の発行による資本金の増加などにより前連結会計年度末に比べ942百万円増加し、

7,794百万円となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第２四半期

連結会計期間末に比べ303百万円減少し、1,767百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動の資金収支は、税金等調整前四半期純損失364百万円を

計上しましたが、減価償却費297百万円や売上債権212百万円の回収などにより29百万円の資金を得る

ことができました。

なお、前第３四半期連結会計期間に比べ33百万円の収入の増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動の資金収支は、有形固定資産の取得などにより217百万

円の支出となりました。

なお、前第３四半期連結会計期間に比べ17百万円の支出の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動の資金収支は、借入金の返済額71百万円などにより109

百万円の支出となりました。

なお、前第３四半期連結会計期間に比べ101百万円の支出の増加となりました。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、22百万円であります。な

お、当第３四半期連結会計期間において、当グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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(6) 継続的な営業損失への対応

当グループは、厳しい経営環境を踏まえ、年初来諸施策を実行しておりましたが想定を超えた長期の

消費不況や販売価格の低下などにより売上が年初計画を下回ったことから、既存の収益改善施策を当

第３四半期連結会計期間から見直し、実施をすると共に、豊田通商株式会社との業務提携による新たな

施策も追加実施しております。

　今後も確実に諸施策を実施すると共に、同社との連携を更に強化して早期に業績の回復を目指すこと

とします。

その主な施策としては、絶対的な粗利益確保の営業施策・管理の徹底、不採算商品の改良・改廃、豊

田通商株式会社との連携によるＴＰＳ(Toyota Production System)の導入に伴うラインコストの改

善、同配送コストの改善、また組織力を含めた商品力、商品開発力、ブランド力の強化など、いずれもプ

ロジェクトを組織して取り組んでおります。また既存の組織、人事についても聖域なき刷新を図り経営

基盤の強化、持続可能な成長力の育成を掲げ業績の早期回復と収益構造の改善に取り組むこととして

おり、結果として継続的な営業損失の解消に対処することとしております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 132,000,000

計 132,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 69,299,00069,299,000
東京証券取引所
(市場第一部)

・権利内容になんら限定のない
当社における標準となる株式
・単元株式数1,000株

計 69,299,00069,299,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

─ 69,299 ─ 3,305 ─ 3,659

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年６月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 51,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式 　

69,104,000
69,104 ―

単元未満株式 普通株式 144,000 ― ―

発行済株式総数 69,299,000― ―

総株主の議決権 ― 69,104 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株(議決権１個)が含まれておりま

す。

２　「単元未満株式」には当社所有の自己株式215株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年６月30日現在

所有者の氏名
  又は名称

所有者の住所
自己名義
  所有株式数
  (株)

他人名義
  所有株式数
  (株)

所有株式数
  の合計
  (株)

発行済株式
  総数に対す

る
  所有株式数
  の割合(％)

(自己保有株式)
  第一屋製パン株式会社

東京都小平市小川東町
３─６─１

51,000　　　　─ 51,000 0.07

計 ― 51,000　　　　─ 51,000 0.07

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　１月 　２月 　３月 　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 126 118 132 159 139 134 122 123 110

最低(円) 115 109 106 121 101 112 107 102 102

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役
代表取締役
専務取締役

細貝　隆志 平成22年４月12日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９

月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,856 1,802

受取手形及び売掛金 2,434 3,701

有価証券 83 46

商品及び製品 73 40

仕掛品 20 17

原材料及び貯蔵品 250 408

繰延税金資産 72 29

未収入金 83 96

その他 81 62

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 4,951 6,200

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,216 3,239

機械装置及び運搬具（純額） 3,507 2,527

工具、器具及び備品（純額） 113 100

土地 2,519 2,519

リース資産（純額） 561 557

建設仮勘定 10 60

有形固定資産合計 ※1, ※3
 9,928

※1, ※3
 9,004

無形固定資産 48 41

投資その他の資産

投資有価証券 681 677

賃貸固定資産（純額） ※2
 4,743

※2
 4,788

その他 197 240

貸倒引当金 △9 △11

投資その他の資産合計 5,611 5,695

固定資産合計 15,587 14,741

資産合計 20,539 20,942
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,002 863

短期借入金 5,339 6,302

リース債務 95 81

未払消費税等 15 31

未払費用 1,094 1,126

未払法人税等 47 42

賞与引当金 175 70

その他 111 134

流動負債合計 7,880 8,653

固定負債

長期借入金 － 320

リース債務 279 290

繰延税金負債 780 746

退職給付引当金 2,896 3,111

役員退職慰労引当金 230 216

長期割賦未払金 87 133

長期預り金 589 618

固定負債合計 4,864 5,436

負債合計 12,744 14,090

純資産の部

株主資本

資本金 3,305 2,402

資本剰余金 3,659 2,755

利益剰余金 672 1,594

自己株式 △8 △8

株主資本合計 7,628 6,744

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 53 2

評価・換算差額等合計 53 2

少数株主持分 112 105

純資産合計 7,794 6,852

負債純資産合計 20,539 20,942
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 23,305 20,360

売上原価 17,019 15,649

売上総利益 6,285 4,711

販売費及び一般管理費 ※1
 6,519

※1
 5,830

営業損失（△） △234 △1,119

営業外収益

受取利息及び配当金 15 15

賃貸収入 172 194

その他 122 73

営業外収益合計 310 282

営業外費用

支払利息 116 100

賃貸費用 59 65

その他 13 47

営業外費用合計 189 214

経常損失（△） △112 △1,051

特別利益

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 5 1

退職給付制度改定益 － 138

仙台工場譲渡精算益 － 135

関係会社損失引当金戻入額 8 －

特別利益合計 13 275

特別損失

固定資産除却損 29 32

投資有価証券評価損 － 88

本社移転費用 32 －

その他 23 －

特別損失合計 85 120

税金等調整前四半期純損失（△） △184 △896

法人税、住民税及び事業税 23 50

法人税等調整額 △94 △38

法人税等合計 △70 11

少数株主利益 17 13

四半期純損失（△） △131 △921
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 7,494 6,442

売上原価 5,592 5,095

売上総利益 1,902 1,346

販売費及び一般管理費 ※１
 2,003

※１
 1,911

営業損失（△） △100 △564

営業外収益

受取利息及び配当金 1 0

賃貸収入 65 64

その他 15 19

営業外収益合計 82 83

営業外費用

支払利息 37 32

賃貸費用 21 21

その他 6 11

営業外費用合計 66 66

経常損失（△） △84 △546

特別利益

投資有価証券売却益 5 1

退職給付制度改定益 － 138

仙台工場譲渡精算益 － 135

特別利益合計 5 275

特別損失

固定資産除却損 14 4

投資有価証券評価損 － 88

本社移転費用 2 －

その他 9 －

特別損失合計 26 93

税金等調整前四半期純損失（△） △105 △364

法人税、住民税及び事業税 0 28

法人税等調整額 △76 △43

法人税等合計 △76 △15

少数株主利益 9 5

四半期純損失（△） △39 △354
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △184 △896

減価償却費 633 731

仙台工場譲渡精算益 － △135

退職給付制度改定益 － △138

退職給付引当金の増減額（△は減少） △22 △75

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △33 14

賞与引当金の増減額（△は減少） 155 104

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △1

関係会社損失引当金の増減額（△は減少） △364 －

受取利息及び受取配当金 △15 △15

支払利息 116 100

投資有価証券売却損益（△は益） △5 △1

投資有価証券評価損益（△は益） － 88

固定資産除却損 29 32

固定資産売却損益（△は益） △0 △0

売上債権の増減額（△は増加） 1,535 1,266

たな卸資産の増減額（△は増加） 118 120

仕入債務の増減額（△は減少） △211 138

未払消費税等の増減額（△は減少） △20 △16

未払費用の増減額（△は減少） △418 △32

未払金の増減額（△は減少） △567 △2

その他 233 △14

小計 976 1,268

利息及び配当金の受取額 15 15

利息の支払額 △113 △97

法人税等の支払額 △24 △29

営業活動によるキャッシュ・フロー 854 1,156

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △170 80

有価証券の取得による支出 － △86

有価証券の償還による収入 － 46

有形固定資産の取得による支出 △786 △1,557

有形固定資産の売却による収入 547 136

有形固定資産の除却による支出 △8 △12

無形固定資産の取得による支出 △0 △8

投資有価証券の取得による支出 △11 △7

投資有価証券の売却による収入 － 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △429 △1,406
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,053 △1,083

長期借入金の返済による支出 △60 △200

株式の発行による収入 － 1,797

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △242 △65

長期割賦未払金の増加額 11 －

長期割賦未払金の支払額 △49 △46

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △7 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,401 397

現金及び現金同等物に係る換算差額 52 △13

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △924 133

現金及び現金同等物の期首残高 2,795 1,633

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △22 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,848

※1
 1,767
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【表示方法の変更】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

 (四半期連結貸借対照表関係)

前第３四半期連結会計期間において、流動負債・固定負債の「その他」に含めておりました「リース

債務」は、重要性が増したため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記しております。なお、前第３四

半期連結会計期間の流動負債・固定負債の「その他」に含まれる「リース債務」は、それぞれ81百万

円、310百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

１．固定資産の減価償　　　
　　　　却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分
して算出する方法を採用しております。

２．法人税等並びに繰延
税金資産及び繰延税
金負債の算定方法

法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なもの
に限定する方法によっております。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

退職給付引当金

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成22年７月に退職金制度の一部について確定拠
出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用
指針第１号）を適用しております。
　本移行により、当第３四半期連結累計期間の特別利益として138百万円を計上しておりま
す。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　24,092百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額　　23,584百万円

※２　賃貸固定資産の減価償却累計額　　 1,130百万円※２　賃貸固定資産の減価償却累計額　   1,086百万円

※３　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

※３　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
 至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
 至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運送費　　　　　　　　 2,834百万円 運送費　　　　 　　  　2,736百万円

給料及び諸手当　　　　 1,466 給料及び諸手当　　　 　1,220

賞与引当金繰入額　　　   113　 賞与引当金繰入額　　　  　71

退職給付費用　　　 　　　111 退職給付費用　　　 　　 　63
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
 至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
 至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運送費　　　　　　　　 　932百万円 運送費　　　　　　　　 　890百万円

給料及び諸手当　　　 　　467 給料及び諸手当　　　 　　459

賞与引当金繰入額　　　  　63 賞与引当金繰入額　　　　  41

退職給付費用　　　 　　 　36 退職給付費用　　　 　　 　18

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
 至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
 至　平成22年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,065百万円

預入期間が３か月超の定

期預金
△217

現金及び現金同等物 1,848
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,856百万円

預入期間が３か月超の定

期預金
△89

現金及び現金同等物 1,767

 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　

至　平成22年９月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 69,299,000

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 52,127

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成22年１月27日付で豊田通商株式会社を割当先として第三者割当増資を実施いたしま

した。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本金が903百万円、資本準備金が903百万円そ

れぞれ増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が3,305百万円、資本剰余金が3,659百万

円となっております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結会計期

間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月

１日　至　平成21年９月30）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30

日）

　食品事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結会計期

間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

　前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。なお、米国ハワイ州の子会社ラブスベーカリーインコーポレーテッ

ドが３月末に連結子会社から外れております。
　

　当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結会計期

間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

　前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。なお、米国ハワイ

州の子会社ラブスベーカリーインコーポレーテッドが３月末に連結子会社から外れております。

　

　当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

110.94円
 

140.56円
 

　
２  １株当たり四半期純損失金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△）　　　　　△2.74円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失金額（△）　 　　　△13.71円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。
　

　

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第３四半期
連結累計期間

(自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日)

当第３四半期
連結累計期間

(自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△) (百万円) △131 △921

普通株主に帰属しない金額　(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純損失（△）　(百万円) △131 △921

普通株式の期中平均株式数　(千株) 47,999 67,224

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△）　　　　　△0.82円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失金額（△）　　　　　△5.12円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。
　

　

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第３四半期
連結会計期間

(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第３四半期
連結会計期間

(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△) (百万円) △39 △354

普通株主に帰属しない金額　(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純損失（△）(百万円) △39 △354

普通株式の期中平均株式数　(千株) 47,998 69,247

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月13日

第一屋製パン株式会社

代表取締役社長　細　貝　理　栄　殿

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　多　　田　　　　修　　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　下　　田　　琢　　磨　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一

屋製パン株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成

21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一屋製パン株式会社及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月12日

第一屋製パン株式会社

代表取締役社長　細　貝　理　栄　殿

　

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　多　　田　　　　修　　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　下　　田　　琢　　磨　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一

屋製パン株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成

22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一屋製パン株式会社及び連結子会社の平成

22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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